
                                         
 

 

 

家 賃 減 免 の 手 引  
 

 

平成２ ５ 年１ 月策定 

平成２ ８ 年２ 月改定 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

住 宅 課 

 

141



                                   

                  

目  次 

 Ⅰ 概要  

  Ⅰ-１  減免制度の意義 １  

  Ⅰ-２  減免の対象者                          ２  

  Ⅰ-３  減免の方法 ３  

    （ １ ） 収入認定月額 ３  

    （ ２ ） 減免基準額 ４  

  Ⅰ-４  減免の期間 ４  

 Ⅱ 減免の申請  

  Ⅱ-１  減免申請の受付 ５  

  Ⅱ-２  申請書の確認 ５  

  Ⅱ-３  添付書類の確認 ６  

    （ １ ） 添付書類一覧 ６  

    （ ２ ） 書類整理上の注意点 ７  

 Ⅲ 減免の審査  

  Ⅲ-１  審査の手順 １ ０  

  Ⅲ-２  減免基準額の算定 １ ０  

    （ １ ） 一般生活費（ 基準生活費＋各種加算額） の算定前の注意点 １ ０  

    （ ２ ） 基準生活費の算定 １ ０  

    （ ３ ） 各種加算額の算定 １ １  

Ⅲ-３  収入認定額の算定 １ ３  

    （ １ ） 収入認定額の算定方法 １ ３  

    （ ２ ） 収入額（ 添付書類別） の算定方法 １ ３  

    （ ３ ） 収入額算定に係る注意点 １ ４  

    （ ４ ） 控除額算定に係る注意点 １ ５  

Ⅲ-４  減免の判定， 減免率の算出等 ２ ０  

    （ １ ） 減免の判定 ２ ０  

    （ ２ ） 減免率の算定方法 ２ ０  

    （ ３ ） 減免の不承認 ２ ０  

    （ ４ ） 減免後の家賃 ２ １  

  Ⅲ-５  減免期間の判定 ２ １  

  Ⅲ-６  日割計算の方法 ２ ２  

  Ⅲ-７  承認・ 不承認 ２ ２  

    （ １ ） 承認通知書の送付 ２ ２  

    （ ２ ） 不承認通知書の送付 ２ ２  

142



                                   

                  

 Ⅳ 特別な減免  

  Ⅳ-１  生活保護受給者の減免 ２ ３  

    （ １ ） 差額減免 ２ ３  

    （ ２ ） 家賃免除 ２ ４  

Ⅳ-２  傾斜家賃の減免 ２ ４  

【 参考１ 】 減免対応フ ロー ２ ５  

【 参考２ 】 主な添付書類の見本等 ２ ６  

 【 見本１ 】 給与所得の源泉徴収票 ２ ６  

 【 見本２ 】 市民税・ 県民税課税台帳記載事項証明書 ２ ７  

 【 見本３ 】 給与支給証明書 ２ ８  

 【 見本４ 】 確定申告書 ２ ９  

 【 見本５ 】 収支明細書 ３ １  

 【 見本６ 】 年金振込通知書 ３ ２  

 【 見本７ 】 年金額改定通知書と 年金振込通知書が一体と なっ た通知書 ３ ３  

 【 見本８ 】 児童扶養手当証書 ３ ４  

 【 見本９ 】 雇用保険受給資格者証 ３ ５  

 【 見本１ ０ 】 離職票 ３ ６  

【 参考３ 】 根拠規定等 ３ ８  

 公営住宅法（ 抜粋）  ３ ８  

 広島県営住宅設置， 整備及び管理条例（ 抜粋）  ３ ８  

 県営住宅家賃減免等の基準及び事務取扱要領 ３ ９  

 

 

 

 

 

 

 

 

【 用語の定義】  

１  条例  広島県県営住宅設置， 整備及び管理条例（ 平成９ 年広島県条例第 13 号）  
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Ⅰ 概要 
  

Ⅰ-１  減免制度の意義 

 

家賃は， 入居者の収入に応じ て額が決定さ れる応能応益家賃制度である以上， 通常で 

あれば決定さ れた家賃を減免する必要はないはずであり ， こ の家賃の減免は， 応能応益 

家賃制度の例外的規定であると と も に， 補足的規定と も いえます。  

  し たがっ て， 家賃の減免は次のよう な特別な事情がある場合に行われるこ と が想定さ  

れ， こ の特別な事情は入居者ごと に個別具体的に判断さ れるも のと さ れています。  

 
 

 

① 公営住宅の家賃算定の基礎と なる収入は， 過去一年間における収入（ 前年又 

は前々年の収入） であるが， 病気， 災害， 失職等により 収入が著し く 減少し た 

り ， あるいは予想外の大きな支出を余儀なく さ れたり し て， その前年又は前々 

年の収入を基に算定し た家賃をそのまま徴収するこ と が不適当な場合 

 
 

② 家賃算定基礎額は生活保護制度の存在を前提に設定さ れているが， 生活保護 

基準以下の収入し かない入居者について， 生活保護制度によっ てすべて対応す 

るのではなく ， 家賃減免と 生活保護が異なる手続きや基準の違いがある以上，  

両制度があいまっ て入居者の居住の安定が図ら れるべきと の考えから ， 生活保 

護受給決定を待つこ と が不適当な場合 

 
 

③ 家賃制度・ 家賃算定基準の変更に係る法令改正が行われる場合であっ て， 新 

家賃制度の適用に伴っ て必要と 認めら れる場合 

 

 

 

 

 

家賃減免制度は， 申請主義で， 入居者の申請を待っ て

行政が判断権限を 行使するも のです。  

 し たがっ て， どのよう な制度があるか知ら なければ申

請するこ と も でき ないので， 入居者が適切に申請権を行

使でき るよう にするためには， 行政側（ 県及び指定管理

者） の広報・ 周知が非常に重要と なり ます。  

1
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Ⅰ-２  減免の対象者 

 

家賃減免は， 次のいずれかに該当し ， 家賃の納付が著し く 困難であると 認めら れる者 

に対し て行う こ と と し ています。  

 

 

 

 

 

 
      
    ※ 住宅扶助認定額と は， 住宅扶助の限度額の範囲内で， 福祉事務所長が家賃額（ 実費）  

で認定する額のこ と をいいます。【 詳し く は， ２ ３ ページを参照】  

 

【 参考】  

条例第１ ５ 条 要領第２ 条 

① 入居者の収入が著し く 低額であると き  ② 入居者の収入が著し く 低額であると き  

② 入居者が病気にかかっ たと き  ③ 入居者が疾病にかかっ たと き  

③ 入居者が災害により 著し い損害を受けたと き  ④ 入居者が災害により 著し い損害を受けたと き  

④ その他知事が特に必要があると 認めたと き  

① 入居者が生活保護法の規定による生活保護 
を を受けていると き  
 

⑤ 県内の市町が設置する住宅の入居者が当該    
住宅の用途廃止に伴い県営住宅に移転し た 
と き  
 

⑥ その他知事において特別の事情があると 認 
めたと き （ 前各号に準じ て）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 入居者（ 同居者を含む。 以下同じ 。） の収入が著し く 低額であると き 

◎ 入居者が疾病にかかっ たと き 

◎ 入居者が生活保護受給者で， 家賃が住宅扶助認定額（ ※） を超えると き 

◎ 入居者が災害により 著し い損害を受けたと き 

  など 

  収入超過者（ 改良住宅の入居者は， 公営住宅の入居収 

入基準を 超えない者を 除く 。） 及び高額所得者は， 要領第 

２ 条第１ 号〔 生活保護受給者〕， 第２ 号〔 収入が著し く  

低額 〕 及び第５ 号〔 市町住宅から 移転〕 に係る減免は 

受けら れません。  
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Ⅰ-３  減免の方法 

 

家賃減免の基本的な考え方は，  

  

  その満たない額の範囲内で， 原則と し て， 10 ％～70 ％の率で減免し ます。  

 

 

 （ １ ） 収入認定月額 

  

  ○ 世帯全員の収入額から 控除額を差し 引いて収入認定月額を求めます。  
 

収 入 額 ― 控 除 額 ＝ 収入認定額 

※ 小数点以下の端数は切捨てます。  

 

   ① 収入の例 

給与等収入 
給与所得（ パート ， アルバイ ト 等を含む。）  

事業所得 

給与等以外の収入 年金保険  
老齢（ 基礎・ 厚生） 年金， 障害（ 基礎・ 厚生） 年金，  
遺族（ 基礎・ 厚生） 年金， 企業年金 等 

 児童・ 母子 児童手当， 児童扶養手当， 特別児童扶養手当 等 

 労災保険  休業補償， 障害補償， 遺族補償 等 

 雇用保険  基本手当， 育児休業給付金 等 

 そ の 他 その他の公的給付， 仕送り 等すべての収入 

   ※ 生活保護法による保護の実施要領で収入と し て認定し ないも のは除き ます。  

 

     ② 控除の例 

社会保険料 医療保険料※， 年金保険料， 介護保険料， 雇用保険料 

税 金 所得税， 住民税 

基 礎 控 除 勤労に伴う 費用経費（ 生活保護の基準に準ずる）  

医療費控除 疾病にかかっ た際の医療費（ 要領第２ 条第３ 号）  

災 害 控 除 生活用品等を復旧するに要する経費（ 要領第２ 条第４ 号）  

   ※ 医療保険料…国民健康保険料， 健康保険料 

    

 

 

 

 

 

収入認定月額（ 最近１ 年間の平均月額収入）  ＜ 減免基準額 の場合に，  

3
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 （ ２ ） 減免基準額 

  

  ○ 生活保護の最低生活費の認定に準じ て， 一般生活費， 教育費及び家賃等から 算定 

   し て求めます。  

 

一般生活費 

＋ 教育費 ＋ 
基準生活費 

×０ .３  
＋ 家賃 ＝ 減免基準額 

 

基準生活費 各種加算額 
 

 

※ １ ０ 円未満の端数は切捨てます。  

 

                          

 

 

申請書を受け付けた日から １ 年以内（ 会計年度範囲内） で減免し ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ-４  減免の期間 

  ただし ， 次のよう な場合には， その状況に応じ て減免期

間を判定する必要があり ます。  

① 失業中や同居者の就職など近い将来収入の変動が予想 

さ れる場合 

② 収入証明期間が短く ， 収入の確実な推定が困難な場合 

【 詳し く は， ２ １ ページ参照】  
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Ⅱ 減免の申請 
  

Ⅱ-１  減免申請の受付 

 

家賃減免は， 県営住宅家賃減免申請書にその他必要書類が添付さ れ申請さ れます。  

申請書が提出さ れたと きは， 記入漏れがないかを確認し ， 申請書及び添付書類に不備 

 がなければ， 受付印を押し ます。  

 

Ⅱ-２  申請書の確認 

 

申請書について， 次の項目について記入漏れがないかを確認し ます。  

 
様式第 12 号（ 第 12 条関係）  

県 営 住 宅 家 賃 ・ 敷 金 減 免 申 請 書                   

平成   年   月   日 

 広 島 県 知 事 様           
 

住 宅 名        県営      住宅   号館   号 

入 居 者 氏 名                        ㊞ 

電 話 番 号         （      ）      － 

 

 次の理由により 家賃・ 敷金の減免を申請し ます。  

家賃 （ 敷金 ） の額          月額       円（ 平成   年   月 まで完納）  

減免を申請する 期間 平成   年   月   日 から  平成   年   月   日まで    月（ 日） 分 

入 居 者 世 帯 の 状 況 等 

 入居者 

と  の 

続 柄 

同 居 者 名       

（ 別居扶養親族 

 も 含む。）  

生年月日 

(年齢) 

同居 

・  

別居 

職 

業 

勤務先名 

（ 学校）  

年 間 総 収 入 金 額             

給与所得 給与所得以外 

入

居

世

帯

の

状

況 

1 
本 

 
人 

 明・ 大・ 昭・ 平 
年  月  日 

（     ）  

   
 
TE L( ) - 

  

2 

  明・ 大・ 昭・ 平 
年  月  日 

（     ）  

   
 
TE L( ) - 

  

3 

  明・ 大・ 昭・ 平 
年  月  日 

（     ）  

   
 
TE L( ) - 

  

4 

  明・ 大・ 昭・ 平 
年  月  日 

（     ）  

   
 
TE L( ) - 

  

5 

  明・ 大・ 昭・ 平 
年  月  日 

（     ）  

   
 
TE L( ) - 

  

＊ 生活保護法によ る住宅 

扶助料の受給の有無 
有・ 無 

＊ 住宅扶助料 

円 

 

家賃（ 敷金） 減免申請の理由 

（ 具体的に記入し てく ださ い。）  

  なお、 県営住宅家賃減免の承認を 受けた場合は、 次の事項を 守るこ と を 誓約し ます。  
１  減免後の家賃は納入期日までに納めます。  
２  入居世帯員に増減があっ たと き 、 入居世帯員の収入に増減があっ たと き 又は家賃の減免を 必要と する  

理由がなく なっ たと き は、 必ず届け出ます。  
 

申請年月日 

住宅名・ 氏名及び電話番号 

家賃の額， 減免を申請する期間 

押印の有無 

入居世帯の状況 

住宅扶助の有無，（ 有の場合） 住宅扶助額 

減免申請の理由 

5
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Ⅱ-３  添付書類の確認 

 

 （ １ ） 添付書類一覧 
  

○ 申請においては， 申請者の収入の状況によっ て， 最近１ 年間の収入を証明する書 

類など次のよう な必要書類が添付さ れているか確認し ます。  
 

給与等収入がある者 

給与所得者  ● 給与所得の源泉徴収票 

 ● 市（ 町）・ 県民税課税台帳記載事項証明書（ ※１ ）  

 ● 給与支給証明書 

 【 １ 月２ 日以降， 中途就職， 休職及び雇用形態の変動等があった場合】  

 ● 給与支給証明書 

事業所得者 ● 確定申告書の控え（ 昨年分）  

 ● 市（ 町）・ 県民税課税台帳記載事項証明書（ ※１ ）  

 【 １ 月２ 日以降， 事業を開始等し た場合】  

 ● 収支明細書 

給与等以外の収入がある者 

年金受給者 ● 年金額改定通知書と 年金振込通知書が一体と なっ た通知書 

 ● 年金振込通知書 

 ● 公的年金等の源泉徴収票 

失業中の者 ● 雇用保険受給資格者証 

休職中の者 ● 労働者災害補償保険の補償給付等支給決定通知書 

 ● 労働者災害補償保険の補償給付等支払振込通知書 

 ● 育児休業給付金支給決定通知書 

母（ 父） 子世帯 ● 児童扶養手当証書 

そ の 他  
● 【 障害を 有する児童がいる世帯】 特別児童扶養手当証書 

● その他公的給付の証書， 支給決定， 振込通知等 

 ● 仕送り 証明書， 預金通帳の写し 等 

無収入の者 

就職し ていない者 ● 市（ 町）・ 県民税課税台帳記載事項証明書 

（ 専業主婦等）  【 学生（ 高校生は除く 。） の場合】  

● 市（ 町）・ 県民税課税台帳記載事項証明書＋学生証等 

失業中の者 ● 退職証明書（ ※２ ）  

各種加算及び控除がある者（ 主なも の）  

障 が い 者 ● 障害者手帳など氏名・ 等級（ 判定） が確認できるも の 

社会保険料納付者 ● 【 源泉徴収さ れていない場合】 保険料納入通知書等 

 医療費控除対象者 ● 医療機関・ 薬局等の領収書（ 診療報酬点数のあるも の）  

 災害を受けた者 ● 消防署又は警察署の損害証明書及び災害関連支出の領収証書 
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 （ ２ ） 書類整理上の注意点 

  

 ① 基本的な事項 
     

１ ６ 歳以上の者（ 当該年度中に満１ ６ 歳になる者を含む。） については， 収入の 

    確認が必要と なり ます。  

 

 ② 給与所得等の収入がある者 

    

  ア） 市（ 町） 県民税課税台帳記載事項証明書（ 以下「 所得証明書」 と いう 。 ）   
     

１ 月から ６ 月初旬頃の間の所得証明書は， 前々年の所得について証明さ れて 

     いるため， 収入を証明する添付書類と し ては認めら れませんので， 取り 扱いに 

     留意し てく ださ い。  
 

     ※ 前年中の所得が記載さ れた所得証明書は， 個人の住民税の納税方法によっ  

て， ５ 月中旬～６ 月初旬頃から 市町に対し て交付請求が可能と なり ます。  

 

  

 
 
 
 

 

   提 出 時 期 収入証明 無 収 入 証 明 

１ 月～６ 月初旬 × 
前々年の収入がある場合  × 

前々年の収入がない場合  ○ 

６ 月中旬～１ ２ 月 ○ 
前年の収入がある場合   × 

前年の収入がない場合   ○ 

  

 
 

ただし ， 専業主婦や学生等の就職し ていない者 

の無収入を証明する書類と し ては認める取り 扱い 

をし ています。

※１  ６ 月中旬から １ ２ 月までの間に提出さ れたも のに 

限り ます。  

※２  雇用主と のト ラ ブル等により 退職証明書が添付で 

き ない場合は， 退職し た会社や雇用主に対し て電話 

照会をし ， 退職年月日の聞き 取り をし てく ださ い。  
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   イ ） 確定申告書  
 

    受付印の有無を確認し てく ださ い。  

また， 申告の年分が前年のも のかよく 確認し てく ださ い。（ 受付の日付が， １  

月や２ 月上旬など確定申告前のも のは特に注意し てく ださ い。）    

   

   ウ） 確定申告前の事業所得者の特例  
 

 １ 月や２ 月で確定申告前に事業所得者が減免を申請する場合は， 昨年の確定申

告書の控え又は所得証明書を添付するこ と ができるこ と と し ます。  

 

 ③ 年金受給者 
 

     通常， 公的年金の年金額は， 物価・ 賃金の変動に応じ て年度ごと に改定さ れるこ  

     と から ，  

・ ４ 月から の改定後の年金額を年金額改定通知書により ，  

・ 改定後の年金額で５ 月以降に支払いがある場合は年金振込通知書により ，  

受給者に対し て通知（ ６ 月頃） さ れます。  

し たがっ て，こ れら の通知書が添付さ れている場合は、直近の改定後のも のであ 

るかを確認し てく ださ い。  
 

   
 
 
 

 

  

 

 また，申請者がこ れら の通知書を紛失等し た場合は，年金事務所で再交付するか， 

公的年金等の源泉徴収票を提出さ せるよう 指導し ， 年金証書は使用し ない（ 証書の 

交付後， 年金額の改定がない場合を除く 。） よう にし てく ださ い。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つ通常は， 年金額改定通知書と 年金振込通知書 

が一体と なっ た通知書が送付さ れますが， 年金 

額が据え置かれた場合等は、 年金振込通知書が 

単体で送付さ れます。  

年金額改定通知書だけのも のは， 住民税等の公的年 

金から の引き 落と し （ 特別徴収） 額の確認ができない 

こ と から ， 申請者には， 年金振込通知書と 一体と なっ  

た通知書， 年金振込通知書や公的年金等の源泉徴収票 

を案内し てく ださ い。  
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 ④ 児童扶養手当受給者 
 
   受給者は，６ 月から １ １ 月頃までの間，児童扶養手当証書を市町へ提出するため， 

手元に証書を持っ ていません。  

そのため， 減免更新の場合は， 前回提出さ れた証書のコ ピーを使用し てく てく だ 

さ い。  

   なお， 提出期間中は， 本人が市町に申し 出れば， 証明書や証書の写し 等を受け取 

るこ と ができます。  

 

 ⑤ 失業中の者（ 基本手当受給者）  
 
   雇用保険受給資格者証については，ハローワーク へ離職票を提出する前や受給説 

  明会の開催前など， 減免の申請時に手元に持っ ていない場合も あるので， こ のよう  

な場合には， 雇用保険受給資格者証が交付さ れた後， 速やかに提出するこ と を条件 

にし て， 離職票の写し 等を徴し た上で受付をし てく だい。  

 

 ⑥ 無収入の者 
 

     専業主婦（ 夫） や学生等の無収入の者については， 前記の『 ②給与所得等の収入 

    がある者』 でも 記載し ていますが， 交付時期が１ 月～６ 月上旬の所得証明書であっ  

ても 認めるこ と と し ています。  
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Ⅲ 減免の審査 
  

Ⅲ-１  審査の手順 

  

県営住宅家賃減免判定表（ 以下「 判定表」 と いう 。） により ， 次の手順で審査し ます。 

① 住宅名， 号館号室， 裁量階層， 氏名， 家賃， 住宅コ ード を確認し ， 記入 

② 収入超過の判定 

③ 減免基準額の算定 

④ 収入認定額の算定 

⑤ 承認・ 不承認の判定・ 減免率の算出及び減免額・ 減免後の家賃の算出 

⑥ 減免期間の記入 

⑦ 誤り がないか確認 

 

Ⅲ-２  減免基準額の算定 

 

 （ １ ） 一般生活費（ 基準生活費＋各種加算額） の算定前の注意点 
  
  〇 必ず入居世帯全員の年齢を確認し てく ださ い。  

  〇 ４ 月の更新時における年齢については， ４ 月１ 日現在の年齢を適用するので， 注 

意し てく ださ い。  
 

  〇 生活保護法による保護の基準（ 以下「 保護基準」 と いう 。） では， 所在地域を全国 

で６ 区分の級地に分類し て基準額を設定し ており ， 広島県内の市町は次のと おり ，  

区分さ れます。  
 

 

１ 級地-２  …… 広島市， 呉市， 福山市 

２ 級地-２  …… 三原市， 尾道市， 府中市， 大竹市， 廿日市市， 海田町， 坂町 

３ 級地-１  …… その他の市町 

 

 （ ２ ） 基準生活費の算定 
  
  〇 基準生活費は， 申請世帯の年齢別， 世帯構成別及び所在地域別に分けて算定し ま 

   す。  
 

所 在 地 域 別（ 級地別）  

第１ 類費（ 年齢別）  
第２ 類費（ 世帯人員別）  

基準額 冬季加算 
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 （ ３ ） 各種加算額の算定 

 

 ① 妊産婦加算 

     〇 妊婦及び産後６ か月までの産婦について加算し ます。  

     〇 妊婦であるこ と 及び妊娠月数の確認は， 母子健康手帳で行っ てく ださ い。  

   

 ② 母子加算 

     父母の一方若し く は両方が欠けているか又はこ れに準ずる状態にあるため， 父 

母の他方又は父母以外の者が児童を養育し なければなら ない場合に， 当該養育に 

当たる者がいる世帯について加算し ます。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 ③ 障害者加算 

    〇 次に掲げる障害者について加算し ます。  

     ア）  身体障害者障害程度等級表１ 級， ２ 級及び３ 級の身体障害者 

イ ）  国民年金法施行令別表１ 級及び２ 級障害者 

ウ）  精神障害者保健福祉手帳障害等級１ 級及び２ 級の精神障害者 

エ）  療育手帳の障害の程度がⒶ， Ａ 及びⒷの知的障害者 
     
    〇 また， 重度障害者で， 家族などが常時介護し ているなど次に掲げる場合に 

は， さ ら に介護のための加算をし ます。  

     オ）  ２ ０ 歳未満で特別児童扶養手当等の支給に関する法律で日常生活にお 

いて常時の介護を必要と する重度障害者を介護する場合 

     カ ）  身体障害者障害程度等級表１ 級及び２ 級の身体障害者等を同一世帯に 

       属する者が日常生活のすべてについて介護する場合 

     キ）  介護人をつけるための費用を要する場合 
 

    〇 障害の程度の確認は， 身体障害者手帳， 国民年金証書， 精神障害者保健福 

     祉手帳， 療育手帳， 特別児童扶養手当証書等により 行っ てく ださ い。  

 

 ④ 障害者加算と 母子加算の重複調整 

     障害者加算又は母子加算について， 同一の者がいずれかの加算事由にも 該当す 

る場合には， いずれか高い加算額（ 同額の場合は， いずれか一方の加算額） を算       

定し ます。  

 

加算と なる児童は， １ ８ 歳になる日以後の最初 

の３ 月３ １ 日までの間にある児童又は２ ０ 歳未満 

の養育し なければなら ない障害児が対象と なり ま 

す。  
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     【 例１ 】 母（ 40 歳・ 身体障害２ 級）， 子（ 14 歳） の世帯                    
〔 母子（ 1 人目） 〕     〔 障害者（ 母） 〕       〔 加算額〕  

      22,790 円  ＋  26,310 円   ＝ 26,310 円 
 

【 例２ 】 母（ 40 歳・ 身体障害２ 級）， 子（ 14 歳）， 子（ 12 歳） の世帯              
      

〔 母子（ 1 人目） 〕  〔 母子（ 2 人目） 〕  〔 障害者（ 母） 〕       〔 加算額〕  
      22,790 円 ＋ 1,800 円 ＋ 26,310 円   ＝ 28,110 円 

 

【 例３ 】 母（ 40 歳・ 身体障害３ 級）， 子（ 14 歳）， 子（ 12 歳・ 身体障害２ 級） の世帯              
      

〔 母子（ 1 人目） 〕  〔 母子（ 2 人目） 〕  〔 障害者（ 母） 〕  〔 障害者（ 子） 〕    〔 加算額〕  
      22,790 円 ＋ 1,800 円 ＋ 17,530 円 ＋ 26,310 円 ＝ 50,900 円 
 

※ 例１ ～例３ の加算額は， 平成 27 年度の「 １ 級地-２ 」 のも のを用いています。  

 

 ⑤ 放射線障害者加算 

    〇 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第１ １ 条第１ 項の認定を受けた者 

     などについて加算し ます。  

    〇 認定を受けた者かどう かの確認は， 手当証書又は被爆者健康手帳（ 裏面にゴ 

     ム印があるも の） 等により 行っ てく ださ い。  

  

 ⑥ 児童養育加算 

     中学校修了前の児童の養育にあたる者について加算し ます。  
 

 

【 例】 19 歳， 16 歳， 10 歳， 5 歳の子を養育し ている場合                    
年 齢 19 歳 16 歳 10 歳 5 歳  

数え方 － 第 1 子 第 2 子 第 3 子   

加算額 － 0 円 10,000 円 15,000 円 〔 計〕25,000 円 
 

 

 

 

 

 

 

ただし ， 次の２ つは例外的に重複調整と なり ません。  

・  障害者加算のう ち家族介護料及び他人介護料に相当す 

る額（ 前記③のカ 及びキ ）  

・  母子加算のう ち児童２ 人以上の場合に児童１ 人につき 

加算する額 

判定表にも ある第１ 子， 第２ 子， 第３ 子以降と いう 数 

え方は， 出生から １ ８ 歳になっ た年の最初の３ 月３ １ 日 

までの間にある児童だけを 指し ます。  

・  １ ８ 歳になっ た年の４ 月１ 日を経過する者は， こ こ でいう 児童 

の数え方の対象ではあり ません。  
・  また， 中学校修了年の４ 月以降の児童は数え方の対象と なり ま 
 すが， 加算の対象と はなり ません。  
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 （ １ ） 収入認定額の算定方法 

    

  ○ 申請者世帯において収入がある者については， それぞれの収入額と 控除額を計算 

   欄を使用し て算出し ， その求めた額をそれぞれ内訳欄に記入し て合算し ます。  

    算出し た世帯全員の収入額及び控除額から ， 収入認定額を求めます。  

 

 

 

 

  

 

 （ ２ ） 収入額（ 添付書類別） の算定方法 〔 主な添付書類〕  

    

給与所得者 

● 給与所得の源泉徴収票 ・ 支払金額÷１ ２  

● 課税台帳記載事項証明書 ・ 給与収入額÷１ ２  

● 給与支給証明書 
・（ 給与支給総額÷支給月×１ ２ ＋賞与額） ÷１ ２  

※ 通勤手当は除く 。  

事業所得者 

● 確定申告書（ 昨年分）  

● 課税台帳記載事項証明書 

・ 事業所得金額を給与収入額に換算し た額と 収入金額 

を比較し ， 低い額を事業収入額と みなし ます。  

・ 事業収入額÷１ ２  

● 収支明細書 

・ 総収入額から 必要経費を控除し て事業所得金額を求 
めます。  

・ 事業所得金額を給与収入額に換算し た額と 収入金額 
を比較し ， 低い額を事業収入額と みなし ます。  

・ 事業収入額÷１ ２  

年金受給者・ 恩給受給者 

● 年金額改定通知書 ・ 合計年金額（ 年額） ÷１ ２  

● 年金振込通知書 
・ 支給月は偶数月（ 年金支給は年６ 回）  

・ 年金支払額÷２  

● 公的年金等の源泉徴収票 ・ 支払金額÷１ ２  

● 年金恩給等支払通知書 
・ 支給月は７ 月， 10 月， 12 月， ４ 月（ 支給は年４ 回）  

・ 恩給支払額÷３  

失業中の者 

● 雇用保険受給資格者証 ・ 基本手当額×３ ０  

 

Ⅲ-３  収入認定額の算定 

  収入認定額を算定する際の基本な考え方は， 申請者の今 

後の収入を適切かつ合理的に推定するこ と です。  

  こ の手引に定めのない又はこ の手引により 難い場合など

は， こ の考え方に基づき算定し てく ださ い。  
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 （ ３ ） 収入額算定に係る注意点 

     

 ① 給与支給証明書の算出方法 

    ○ 中途採用の場合などで勤務日数が１ 月に満たない１ か月目については， 適正 

     な額を算出するため， その１ か月目は除いて計算し ます。  
       

 
 

○ 証明期間中に収入の少ない月や就業し ていない月がある場合などは， 原則と  

し て， その月も 給与支給月数と し て収入額を算出し ます。  

○ 勤務し て１ 年未満の場合などで， 勤務先が雇用条件に基づき支給又は控除見 

込額を証明し ておれば， その見込額も 採用し て収入額を算出し ます。（ 収入証明 

期間と し ても 含めます。）  
  

 ② 事業所得金額の換算 

    ○ 事業所得金額については，「 年末調整等のための給与所得控除後の給与等の 

の金額の表」 を使っ て収入金額に換算し て算定し ます。  

    ○ 「 給与所得控除後の給与等の金額」 欄から 事業所得金額以下の最大値①を選 

     選び， その金額を「 給与等の金額」 欄に当てはめ， その最小値（ 左欄） ②を収 

     入金額に換算し た額と し ます。  
 

       【 例】 事業所得金額が 1,070,000 円の場合   

      収入金額に換算し た額は， 1,780,000 円と なり ， こ の金額と 実際の収入金額 

を比較し て， 低い額を事業収入額と し ます。      
     

   

 

 

 

給与等の金額 給与所得控除後 
の給与等の金額 

 

 
以上 未満 

 

 

 

 

円 

1,772,000 

1,776,000 

②  1,780,000 

1,784,000 

1,788,000 
 

1,792,000 

1,796,000 

円 

1,776,000 

1,780,000 

1,784,000 

1,788,000 

1,792,000 
 

1,796,000 

1,800,000 

円 

1,063,200 

1,065,600 

 ①  1,068,000 

1,070,400 

1,072,800 
 

1,075,200 

1,077,600 

 

 

 

     
 

 

 

 

ただし ， 中途採用などで１ か月目を除いて収入額を算 

定し た場合であっ ても ，減免期間を判定する際には，その

除いた１ か月目も 収入証明期間に含めるこ と と し ます。

所得金額が， 0 以上 969 000 円未満の場合は， 所得金額に 65 万 

円を加えた額を収入金額に換算し た額と し てく ださ い。  
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 ③ 事業所得が赤字の場合の取り 扱い 

     営業やその他の事業等において赤字（ 収入金額－必要経費＜０ ） と なっ ている 

場合は， 事業所得金額はゼロと みなし て計算し ます。  
 

 

  

 

 
 

      ただし ， 収入金額が６ ５ 万円以下で赤字と なっ ている場合には， その収入金 

     金額を事業収入額と し てく ださ い。  

 

【 例】 収入金額 500 万円， 必要経費 800 万円の場合   
        

       ・ 事業所得金額 500 万－800 万円＝▲300 万円 → 0 円 

       ・ 事 業 収 入 額 0 円＋65 万円＝ 65 万円 ＜500 万円 

 

【 例】 収入金額 30 万円， 必要経費 100 万円の場合   
        

       ・ 事業所得金額 30 万－100 万円＝▲70 万円 → 0 円 

       ・ 事 業 収 入 額 0 円＋65 万円＝65 万円＞ 30 万円  
 

 

 
 

 

  ④ 児童手当の計上 

     中学校修了前の児童がある世帯は， 減免基準額の算定にあたり 児童養育加算さ  

れますが， その場合， 収入額においても 同額の児童手当があるも のと みなし て算 

定し ます。  

 

 

 （ ４ ） 控除額算定に係る注意点 

     

 ① 社会保険料の算定方法 

     年間支払額又は給与から 控除さ れる社会保険料（ 健康保険料， 年金保険料， 雇 

用保険料など） の合計額を１ ２ で除し ます。  

     

 

 

赤字事業以外に収入がある場合でも ，その他の

収入から の控除（ 損益通算） はし ません。

こ のよう な場合， 提出のあっ た確定申告書の控えや所得証明書 

などを事業所得の無収入の証明と し て取り 扱います。  
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 ② 税金の算定方法 
 
ア） 所得税    

〇 所得税計算書等を利用し て算出し ます。  
 

 
 

〇 所得税計算書の「 課税さ れる所得金額㉑」 から 「 所得税額㉒」 を求める 

場合は， 所得税の税額表を参考にし てく ださ い。  

 

【 例】  課税さ れる所得金額が 6,500,000 円の場合（ 復興特別所得税額を含む。）  
 
（ 6,500,000 円×0.2-427,500 円） ×1.021＝890,822.5 

                    ⇒890,800 円〔 100 円未満切捨て〕  
 

   ■所得税の税額表■ 

課税総所得金額 (A) 税率 

（ B）  

控除額 

(C) 
税額＝((A)×(B)-(C))×102.1％ 

から  まで 
 

― 

1,950,000 円 

3,300,000 円

6,950,000 円

9,000,000 円

18,000,000 円 

 

1,949,000 円 

3,299,000 円 

6,949,000 円

8,999,000 円

17,999,000 円 

― 

 

５ ％ 

10％ 

20％ 

23％ 

33％ 

40％ 

 

― 

97,500 円 

427,500 円 

636,000 円 

1,536,000 円 

2,796,000 円 

 

 ((A)×５ ％       )×102.1％ 

((A)×10％-  97,500 円)×102.1％ 

((A)×20％-  427,500 円)×102.1％ 

((A)×23％-   636,000 円)×102.1％ 

((A)×33％-  1,536,000 円)×102.1％ 

((A)×40％-  2,796,000 円)×102.1％ 

      ※ 課税総所得金額等に 1,000 円未満の端数があるときは， 端数を切り 捨てて上表を適用する。  

 

イ ） 住民税   

〇 市（ 町）・ 県民税計算書を利用し て算出し ます。  

〇 市（ 町）・ 県民税計算書の「 課税さ れる所得金額㉑」 から 「 住民税額㉘」  

を算出するため，「 均等割㉒， ㉕」 と 「 所得割㉓， ㉖」 を求めます。  
    

区 分 県民税 市（ 町） 民税 

均 等 割 ㉒ 2,000 円 ㉕ 3,500 円 

所 得 割 ㉓ ㉑×0.04 ㉖ ㉑×0.06 

合 計 ㉔ ㉒＋㉓ ㉗ ㉕＋㉖ 
     

       〇 生命保険料控除， 損害保険料控除及び配偶者（ 特別） 控除等については， 

      「 所得税の確定申告の手引き」 を参照の上， 計算し てく ださ い。  

源泉徴収票や確定申告書の控えなどで所得税 

額が確認でき る場合は， その金額により 算出し  

ます。
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 ③ 基礎控除 

○ 生活保護法による保護の実施要領の「 基礎控除額表（ 月額）」 を使用し て，  

月額を求めます。  

○ 判定表では， 自動計算さ れますので， 所得の多い順に上から 入力し てく ださ  

い。  

 

      ■基礎控除額表（ 月額） ■ 

収入金額別区分 １ 人目 ２ 人目以降 

  円     円 

  0～15,000 

15,001～15,199 

15,200～18,999 

19,000～22,999 

23,000～26,999 

  円     円 

  0～15,000 

15,001～15,199 

15,200 

15,600 

16,000 

  円     円 

  0～15,000 

15,000 

15,000 

15,000 

15,000 

27,000～30999 

31,000～34,999 

 

16,400 

16,800 

 

15,000 

15,000 

 

 

 ④ 医療費控除 

○ 医療機関等の領収書等により ，３ か月以上の療養期間があるかを確認し ます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

       

３ か月以上の療養を要する疾病がどう かの判断は， 

領収書の最も 早い日付のも のと ， 最も 遅い日付のも  

ので３ か月以上の期間があるかどう かで行っ てく だ 

さ い。  

税金の基礎と なる収入の課税対象期間は， 所得税と 住民 

税で異なり ます。  

【 所得税： 当年 1 月～12 月， 住民税： 前年 1 月～12 月】  

し たがっ て， 所得税は現年の所得を推定し て算定さ れま 

すが， 住民税は前年の確定し た所得を基に算定さ れます。

住民税額は， 前年の所得証明書の税額を採用するか， 前 

年の源泉徴収票で確認し た前年の所得を基に算定し てく だ 

さ い。 ただし ， 給与支給証明書等で住民税額が確認できる 

場合は， その額を 採用し て差し 支えあり ません。  

※ 給与支給証明書等で住民税額が確認できない場合は， 所得証明書 
を提出し ても ら っ てく ださ い。 なお， 提出でき ない場合は， 住民税 
額をゼロで取り 扱う こ と について了解する旨を本人から 聞き取っ て 
く ださ い。  
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○ 医療機関等の領収書等から ， 保険診療（ 保険で認めら れ， 保険点数のあるも  

の） 分の自己負担額のみを控除し ます。   

※ 基本的には， 医療保険制度に準じ ますので， 自由診療（ 保険外） 分は， 対 

象外と し ます。  

 
 

 

 

 

 

    ○ 暦月（ 月の初めから 終わり まで） で医療費の自己負担額が， 一定額（ 自己負 

担限度額） を超えた場合， その超えた金額が， あと で払い戻さ れます。  

      し たがっ て， 医療費控除をする際の控除額も 自己負担限度額を上限と し てく  

     ださ い。  
 

   ■70 歳未満の自己負担限度額■ 

所 得 区 分 ひと 月あたり の自己負担限度額 多数該当(※1) 

年収約 1,160 万円～ 
健保： 標準報酬月額 83 万円以上 
国保： 年間所得 901 万円超 

252,600 円＋ 

（ 総医療費（ ※２ ） －842,000 円） ×1％ 
141,100 円 

年収約 770 万円～約 1,160 万円 

健保： 標準報酬月額 53～79 万円 

国保： 年間所得 600～901 万円 

167,400 円＋ 
（ 総医療費－558,000 円） ×1％ 

93,000 円 

年収約 370 万円～約 770 万円 
健保： 標準報酬月額 28～50 万円 
国保： 年間所得 210～600 万円 

80,100 円＋ 
（ 総医療費－267,000 円） ×1％ 

44,400 円 

～年収約 370 万円  
健保： 標準報酬月額 26 万円以下 
国保： 年間所得 210 万円以下 

57,600 円 44,400 円 

住民税非課税者 35,400 円 24,600 円 

        ※１  多数該当…高額の負担がすでに年３ 回以上ある 場合の４ 回目以降の自己支払限度額 
    ※２  総医療費…窓口支払額ではなく ， 保険適用さ れる診療のう ちの総額（ 10 割）  
 

■70 歳以上の自己負担限度額■ 

所 得 区 分 
ひと 月あたり の自己負担限度額 

外来（ 個人ごと ）  外来・ 入院（ 世帯）  

現役並み所得者（ ※１ ）  44,400 円 
80,100 円＋ 

（ 総医療費－267,000 円）×1％ 

一般  12,000 円 44,400 円 

住民税非課税者 
Ⅱ（ Ⅰ以外）  

8,000 円 
24,600 円 

Ⅰ（ ※２ ）  15,000 円 

    ※１  月収 28 万円以上など窓口負担３ 割の者 
    ※２  年金収入のみの場合， 年金受給額 80 万円以下など総所得金額がゼロの者 
 

 家賃減免と 所得税では医療費控除の対象が異なり ます。  

し たがっ て， 確定申告をする際には医療費控除の対象と なる 

「 通院費」 や「 入院時の部屋代・ 食事代」 等は， 家賃減免の医 
療費控除の対象と はなり ません。  
 こ のため， 確定申告書の控に記載がある医療費控除額を審査 
で採用するこ と はでき ません。  
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 ⑥ 災害費控除 

    ○ 対象と なる災害関連支出と は， 被災により 生活用品等を修理又は再購入し た  

     場合に係る支出をいい， 証明書と し て認める領収書等の日付は， 当該災害が発 

     生し てから ６ ０ 日以内のも のと し ます。  

    ○ 被災により 修理又は再購入する生活用品等と し ては， 家具什器や衣類寝具等 

     が考えら れますが，その範囲は，生活保護基準（ 家具什器や衣類寝具であれば，  

当該世帯の人員， 構成等から 判断し て利用の必要があると 認めら れる品目及び 

数量など） に準じ ます。  
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Ⅲ-４  減免の判定， 減免率の算出等 

 

 （ １ ） 減免の判定 

  〇 算出し た減免基準額（ Ｇ ） と 収入認定額（ Ｈ ） を比較し ，  

    （ Ｈ ） ≧（ Ｇ ） の場合は， 不承認，  

    （ Ｈ ） ＜（ Ｇ ） の場合は， 承認と なり ， 減免率を求めます。  

 

 （ ２ ） 減免率の算定方法 

  〇 減免率は， 次の算定式及び減免率表により 求めます。  
    

 算定式 

 
（ Ｇ －Ｈ ）  

× 100 ＝  割合 ％ 
  Ｇ  

 減免率表 

 割合  0 超～5 未満 5～10 未満 10～15 未満 15～20 未満 20～30 未満 30～40 未満 40 以上 

適用減免率 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 

    

     【 例】 減免基準額が 257 540 円， 収入認定額が 178 875 円の場合   

          減免基準に満たない額の減免基準に対する割合が 30 54％と なるこ と から ，  

    減免率は 60％と なり ます。  
 

 算定式 

 
（ 257 540－178 875）  

×100  ＝  30 54  ％ 
    257 540 

 減免率表 

 割合  0 超～5 未満 5～10 未満 10～15 未満 15～20 未満 20～30 未満 30～40 未満 40 以上 

適用減免率 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 

 

 （ ３ ） 減免の不承認 

  〇 収入認定額が減免基準額を超えた場合は， 減免不承認と なり ます。  
 

Ｈ ≧Ｇ  Ｈ ＜Ｇ  承認の場合の減免率（ ％）  

不承認 （ Ｇ －Ｈ ） ×100 

    Ｇ  

減免基準に満たない額の 

減免基準に対する割合 
0 超～5 未満 5～10 未満 

適用する減免率   

 

＝ ％ 
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 （ ４ ） 減免後の家賃 

  〇 減免率を算定し たら ， 基本家賃に減免率を乗じ て減免額を決定し ， 基本家賃と の 

   差額を減免後の家賃と し ます。  

  

Ⅲ-５  減免期間の判定 

  

  減免期間は， 基本的には申請日から 年度末までと し ますが， 次のよう な場合は， その 

 状況等に応じ て減免期間を判定し ます。  
 

収入の証明期間                     （ 減免期間）  

給与支給証明書や収支明細書等 

で収入証明期間が短い場合 

収入証明期間が１ か月の場合   ３ か月間 

収入証明期間が２ ～５ か月の場合   ６ か月間 

就職の可能性                      （ 減免期間）  

 現在無職だが近い将来就職の可能性がある場合 

 ※ ただし ， ６ ０ 歳以上の高齢者や病気の診断書を添付し ている者に 

ついては， 年度末までを減免期間と するこ と ができ る。  

 ６ か月間 

 ４ 月の更新時において， ４ 月から 就職見込みの者（ 大学４ 年生， 短大 

 ２ 年生， 専門学校生， 高校３ 年生） がいる場合（ ※）  
  ３ か月間 

雇用保険の給付                     （ 減免期間）  

 当該年度内に受給期間が満了する場合 受給満了月まで 

 ３ か月間の給付制限がある場合 給付制限満了月まで 

 

 

 

 

 

 

（ ※） ４ 月から就職見込の者がいる場合の７ 月以降の更新は， 次のとおり 行ってく ださい。  
  

区  分 添付書類 減免期間 

就職見込の者が就職し ている場合 
４ ， ５ 月分の収入証明 
（ 給与支給証明書）  

 年度末まで  
 就職見込の者が就職 

し ていない場合 

進学していない場合 
課税台帳記載事項証明書 

（ ６ 月から 前年度分記載）  

進学している場合 学生証又は在学証明書 

 （ 注） 該当者の状況が， 前回申請時と 同じ であれば， 前回の添付書類をコ ピーし て使用 

   し てく ださ い。  

 

更新の際の中学３ 年生は， 進学率等から 勘案し て 

「 現在無職だが近い将来就職の可能性がある場合」  

には， 該当し ないも のと し て取り 扱っ てく ださ い。
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Ⅲ-６  日割計算の方法 

  

  月の途中に申請があり ， 承認と なっ た場合， その月の家賃は日割り で計算し ます。  

 

  【 例】  10 月 24 日に申請があり ， 基本家賃 20 500 円， 減免率 60％の場合    
     

 20 500×0 6＝12 300（ 減免額）  

      20 500－12 300＝8 200（ 減免後の家賃）  

      20 500×23＋8 200×8 

           31 

 

 

 

(記入例) 

家賃 減免率 減免額 減免後の家賃 減免期間 

20 500 円 60％ 
 3 175 円 17 325 円 23 10 24 ～ 23 10 31 

12 300 円  8 200 円 23 11  1 ～ 24  3 31 

 

 

Ⅲ-７  承認・ 不承認 

  

 （ １ ） 承認通知書の送付 

  ○ 審査の結果， 承認と なっ た者に対し ては， 決裁後， 県営住宅家賃減免承認通知書 

を送付し ます。  

○ その際， 口座振替払でない者には納付書を添えてく ださ い。  

 

 （ ２ ） 不承認通知書の送付 

  ○ 審査の結果， 不承認と なっ た者に対し ては， 決裁後， 県営住宅家賃減免不承認通 

知書を送付し ます。   

 

 

 

 

 

 

 

 

10 月分の家賃 

17 325 円 

※ 11 月以降は 8,200 円 

＝17 325 80（ 端数切捨）  
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Ⅳ 特別な減免 
 

Ⅳ-１  生活保護受給者の減免 

 

 （ １ ） 差額減免 

  

  〇 生活保護を受給し ている方で家賃が住宅扶助認定額を超える場合は， その超える 

額の範囲内で減免するこ と ができます。（ 事務取扱要領第２ 条の１ ）  

 

減免額＝家賃－住宅扶助認定額 

   

※ 住宅扶助認定額（ 以下「 認定額」 と いう 。） は， 認定額の上限である限度額の 

   範囲内で， 福祉事務所長が家賃額（ 実費） で認定し ます。（ 家賃額が限度額を超え

る場合は， 限度額が認定額と なり ます。）  

    そし て， 住宅扶助費と し て実際に支給さ れる額（ 以下「 支給額」 と いう 。） は， 

   認定額の満額と は限ら ず， 認定額の範囲内で収入に応じ て決定さ れる額と なり ま

す。  

    減免の対象と なるのは， 家賃額と 認定額の差額であるこ と から ， 例え認定額と  

   支給額に差があっ ても ， その差額は減免の対象と はなり ません。  
  

家賃額＞限度額 減免対象 
限度額が認定額と なり ， 家賃額と の差が 

減免対象と なる。  

家賃額≦限度額 減免対象外 
家賃額と 認定額は同額と なるこ と から ，  

減免対象と はなら ない。  

  

 

   

 

 

 

 

限度額は， 世帯員数， 世帯の状況， 地域の住宅 

事情等により 異なり ますので， 広島市， 福山市及 

び広島県（ 広島市及び福山市を除く 市町） の福祉 

事務所で確認し てく ださ い。
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 （ ２ ） 家賃免除 

  

  ○ 生活保護受給者が疾病による入院加療のため住宅扶助の支給を停止さ れた場合 

は， その停止さ れた期間に応じ 家賃を免除するこ と ができます（ 要領第２ 条第１  

号ただし 書）。  

    添付書類の生活保護受給証明書などで住宅扶助が支給さ れていないこ と を確認 

し てく ださ い。  

  ○ なお， 減免判定表に記入する際は， 計算欄に理由を記載し ， 生活費， 教育費等 

のチェ ッ ク は不要と し ます。  

 

 

Ⅳ-２  傾斜家賃の減免 

 

   現行家賃と 傾斜後家賃の二段構えで一括処理し ます。  

   

 【 例】  平成 24 年 4 月 1 日の申請時に家賃が 32 000 円で，  

 6 月から 傾斜により 39 000 円に上がる場合  

   (記入例１ ) 

家賃 

  32,000 

  39,000 

Ｇ  減免基準月額 

    abc,def 

    ghi,jkl 

  
 

   (記入例２ ) 

Ｈ ≧Ｇ  Ｈ ＜Ｇ  

不承認 承認 

（ Ｇ －Ｈ ） ×100  Ａ Ｂ ， Ｃ Ｄ  

    Ｇ      Ｅ Ｆ ， Ｇ Ｈ  

 

   (記入例３ ) 

 減免率 減免額 減免後の家賃 減免期間 

 
40％ 

12 800 円 19 200 円 24 4 1～24 5 31 

15 600 円 23 400 円 24 6 1～25 3 31 

 

  

 

 

 

 

= 

＝      ％ 
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【 参考１ 】 減免対応フ ロー 
 

 

 

   電話・ 窓口等による減免の依頼    

 

   基本家賃か否かを（ 入居者台帳等により ） 確認   

 

        基本家賃 

  
割増家賃 

 収入変動申出  

 

 住宅台帳等と 現在の家族構成が一致するか否かを確認 
※ 収入変動の場合， 収入申告書も 参考にする。  

 

  

      一致する                                     一致し ない 

 

 

 

 

  

 添付書類等について説明  
※ 入居者で 16 歳以上（ 当該年度中 

  に満 16 歳になる方を 含む。） 全員 
  の収入証明が必要など 

 

手続完了 

 

 
 再認定  

○ 家族の異動届 

○ 同居申請 

○ 使用承継 
※ 異動届の場合は， 同
時進行も 可 

 

 

 

  

   

 電話の場合  来 庁 の 場 合  

 
 
 申請書と 給与支払証明 

 書等を必要に応じ て送 

付 

 書類が揃っ ている 書類が揃っ ていない  
  
その場で申請書に記 

入， 押印 

 

  
申請書を渡し ， 添付 

 書類を付けて提出す 

 るよう 指導 

    

       書類を揃えて返送             書類を揃えて返送 

 

   受 付    
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【 参考２ 】 主な添付書類の見本等 
 

【 見本１ 】 給与所得の源泉徴収票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 支払金額に記載さ れている金額を判定表の「 収入認定額 Ｈ  内訳」，「 収入額」， 

 「 給与等収入」 の欄に記入し てく ださ い。  
 
② 中途就職の場合は，『 支払金額÷（ 就職月数） ×12 か月』 の金額を記入し て 

  く ださ い。  

 ※ 前職分がある場合は， 支払金額から 前職分を除いて算出し てく ださ い。  

③ 源泉徴収税額に記載さ れている金額を判定表の「 収入認定額 Ｈ  内訳」，「 控 

除額」，「 所得税」 の欄に記入し てく ださ い。

② 

① 

※ 

③ 
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【 見本２ 】 市民税・ 県民税課税台帳記載事項証明書 

※ こ の見本は， 広島市のも ので， 体裁は市町で異なり ます。  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

① 給与収入に記載さ れている金額を判定表の「 収入認定額 Ｈ  内訳」，「 収入額」，  

「 給与等収入」 の欄に記入し てく ださ い。  

※ 営業所得が含まれている場合は， 給与所得と みなし て収入金額に換算し た額 

 と 給与収入を比較し ， 低い額を収入と みなし ます。（ 手引Ｐ １ ４ 参照）  
 

※ 

① 
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【 見本３ 】 給与支給証明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 非課税所得（ 通勤手当） を除く 給与額（ 賞与も 含む。） の合計額を判定表の 

「 収入認定額 Ｈ  内訳」，「 収入額」，「 給与等収入」 の欄に記入し てく ださ い。  
 
 ※ 証明期間が１ ２ か月に満たない場合は，『 給与額合計額÷（ 証明月数）  

×12 か月』 の金額を記入し てく ださ い。  

 なお， 給与額と 控除額と の証明期間が異なる場合は， それぞれの証明 

月数で算定し てく ださ い。  

② 所得税及び住民税の合計額を判定表の「 収入認定額 Ｈ  内訳」，「 控除額」，  

「 所得税」 及び「 住民税」 の各欄に， 健康保険料， 厚生年金保険料及び雇用 

保険料及び介護保険料の合計額を「 社会保険料」 の欄に記入し てく ださ い。  

  

② 

① 
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【 見本４ 】 確定申告書 

 
【 第一表】  

 

  【 営業所得の場合】  

 

 

 

 

 

 

①

②

①の所得金額を「 年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表」  

を使っ て収入金額に換算し た額を求めます。  

そし て， ①の所得金額を収入金額に換算し た額と ②の収入金額を比較し て，  

低い金額を判定表の「 収入認定額 Ｈ  内訳」，「 収入額」，「 給与等収入」 の欄に 

記入し てく ださ い。  
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【 第二表】  
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【 見本５ 】 収支明細書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 様式は任意で， こ の見本は収支明細書の一例ですが， 提出があっ た際は， 収入 

額， 必要経費， 所得金額及び事業期間の記載があるかを確認し てく ださ い。  

○ 事業所得金額は， 収入額から 必要経費を控除し て求めます。  

（ 手引き Ｐ １ ４ ～１ ５ 参照）
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【 見本６ 】 年金振込通知書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①

①の年金支払金額×年度の振込回数（ 通常は６ 回） の金額を判定表の「 収入認 

定額 Ｈ  内訳」，「 収入額」，「 年金」 の欄に記入し てく ださ い。
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【 見本７ 】 年金額改定通知書と 年金振込通知書が一体と なっ た通知書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①

①の年金支払金額×年度の振込回数（ 通常は６ 回） の金額を 判定表の「 収入認定

額 Ｈ  内訳」，「 収入額」，「 年金」 の欄に記入し てく ださ い。
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【 見本 8 】 児童扶養手当証書 

 

 

 

①

①の手当月額を判定表の「 収入認定額 Ｈ  内訳」，「 収入額」，「 児童扶養手当」  

の欄に記入し てく ださ い。
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【 見本９ 】 雇用保険受給資格者証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ③

①の基本手当日額×３ ０ 日の金額を判定表の「 収入認定額 Ｈ  内訳」，「 収入 

額」，「 その他」 の欄に記入し てく ださ い。

給付制限の有無については， ②の欄で確認し てく ださ い。  
 

 受給期間は③の所定給付日数の欄で確認し てく ださ い。  

 ※ 所定給付日数は， 対象者が一般離職者（ 自ら 辞めた人， 定年退職し た人 

等） か特定受給者（ 倒産， 解雇により 退職し た人等） 等であるか， 年齢， 

被保険者であっ た期間によっ て異なり ます。

②
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【 見本１ ０ 】 離職票 

 
【 離職票-１ 】  
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【 離職票-２ 】  
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